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Abstract 

Some results of fundamental studies on hydrodynamic performance in waves of a huge 

offshore floating structure, which consists of an upperdeck and a lot of supporting floating 

bodies arranged in rows and lines, are presented. Three types of floating bodies, namely 

footing-type, lowerhull-type and pontoon-type, are considered. 

Wave exciting forces acting on a single floating body and group of the floating bodies 

were measured in regular and transient waves. Motions in waves on the three types of 

floating strucres, each of which was supported by one of the different three types of floating 

bodies, were also measured. The experimental results are compared with theoretical ones 

which neglect hydrodynamic interferences among the floating bodies. 

The theoretical values of the were exciting forces acting on single floating bodies agree 

well with experimental ones except for a lowerhull-type floating body. As for were exciting 

forces acting on individual floating body in a group of them, experimental results are 

lower than the theoretical ones in high-frequency range due to the hydrodynamic interfer-

ences among the floating bodies. 

In six components of motions in waves, heaving, surging and pitching in head 

seas and heaving in beam seas can be estimated fairly accurately by a simple calculation 

method, which uses wave exciting forces _calculated in neglecting hydrodynamic interferences 

among the floating bodies, except for motions at the natural frequencies, because the 

motions become very small in high-frequency range, where the difference between the 

experimental and theoretical values for wave exciting forces becoms large. The motions 

at the natural frequencies can be estimated correctly if the dampings are appropriately 

estimated through certain methods, such as free oscillation tests. Swaying and rolling in 

beam seas can not be estimated accurately by the simple calculation method on the models 

used for experiments in this research. 
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1. 緒言

海洋開発関連事業の一環とし，海洋空間の有効利用

が注目されつつある。

浮遊式海洋構造物による海洋空間の有効利用形態と

しては，種々の形態が考えられるが，本研究の対象と

した浮遊式海洋構造物は，海洋空間を面的に利用する

沖合港湾施設，洋上貯蔵施設，洋上生産施設及び海上

空港などを考え，その上部構造物の面積が少なくとも

数万平方米以上の超大型のものである。

面利用を目的とする超大型浮遊式海洋構造物に関す

る研究としては，海上空港を対象として構造様式の選

定から建造，保守，経済性等あらゆる見地からその可

能性を評価したもの1) が代表的な研究として挙げられ

るが，その研究の対象となった構造様式は広大な甲板

面禎を有する上部構造物を多行多列のi学体（以下一つ

の浮体を要素浮体とよぶ）で支持する型式のものであ

る。近年著者らも，多行多列の要素浮体で上部構造物

を支持する型式の浮遊式海洋構造物を対象として，耐

波性能2)，3)，洋上接合法10)などに関する研究を行って

きている．

多行多列の要素浮体で上部構造物を支持する様式

は，海洋空間利用のための超大型浮遊式海洋構造物の

構造様式として有力なものであるが，その実現のため

には，技術的可能性，安全性，経済性等の評価を行な

うに不可欠な，波浪中諸性能に関する実験データの蓄

積，理論的推算手法の検証，新しい手法の開発などが

不足しているといえる。前述の研究I),2) 13), 10)において

も，く種々の問題が今後究明すべき課題として挙げられ

ている。

従って，今回多行多列の要素浮体で上部構造物を支

持する様式の浮遊式海洋構造物を対象として，波強制

カ，波浪中動揺性能に対する実験データの蓄積，既存

の推算手法の検証，精度の良い推尊手法の開発を目的

として一連の研究を行うこととした。研究の手法とし

ては，第一段階として単体の要索i判本に働く波強制力

の研究，第二段階として複数の要素浮体に働く波強制

カの研究，第三段階として多行多列の要素浮体で支持
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された浮遊式海洋構造物（以下全体浮体とよぶ）に働

く波強制力の研究，最終段階として全体浮体の波浪中

動揺応答特性の研究という手順で行い，各段階で既存

の理論による推算値と実験値の比較，推算手法の検

討，問題点の抽出を行い，そこで得られた成果を次の

段階で利用するという方法で行った。

要素浮体の形状としては，文献1),2), 10)で対象として

いるフーティングつき円柱の他に， ロワーハルつき円

柱，及びポンツーンと単純なものを採用することとし

た。以下，これらをフーティング型要素浮体， ロワー

ハル型要素浮体，ボンツーン型要素浮体とよぶことと

する。また，実験に供試した全体浮体は，超大型浮遊

式海洋構造物模型と呼ぶには，支持する要素浮体の数

が少ないが，複数要素浮体の組合せ効果を調べるには

十分であるといえる。

2. 要素浮体に働く波強制力

2.1 模型実験

2.1.1 要素浮体の形状

要素浮体に働く波強制力実験に用いた要素浮体の形

状は，フーティング型要素浮体， ロワーハル型要素浮

体，及びポンツーン型要素浮体の 3種類であり，その

概要図を図ー2-1に示す。

今回実験を行なった水槽は，海洋構造物試験水槽

（長さ 40.0m,幅27.6m)であり，実験時の水深は

1.8mである。

フーティング型要素浮体の主要寸法は，波なし周期

（波浪から鉛直方向の波強制力を受けない周期）を利

用し，日本近海の波浪観測データから出現頻度の高い

と思われる 8秒付近の周期の波に対して鉛直方向の波

強制力が理論的に小さくなるように選定した。

ロワーハル型要素浮体の主要寸法は，フーティング

型要素浮体との比較を行なうため，一義的にフーティ

ング型要素浮体の 3本分と排水容積を同ーにした。

ボンツーン型要素浮体の主寸法は，ロワーハル型要

素浮体3胴を取り付ける間隔から選定し，かつ，潮流

力及び曳航抵抗などを小さくするために，箱型作業用

船舶の諸性能向上に関する研究成果4) を適用して，底

面を19度でカットした。

フーティング型要素浮体模型は，塩化ビニルパイプ

の内部に発泡スチロールを充填したコラム部に，発泡

スチロール製のフーティングを取り付けたものであ

る。ロワーハル型要素浮体模型は， コラム部はアルミ

ニウム製のパイプに発泡スチロールを充填させ， ロワ

[
 

「凰

>[>

心

□

〗
図ー2-1

ーハル部は発泡スチロールをアルミニウムの薄板でサ

ンドイッチ状にはさみこんだものである。ポンツーン

型要素浮体模型は，すべてアルミニウム製である。

フーティング型要素浮体の喫水は219mm（実機対

応6.5m)，ロワーハル型要素浮体，ボンツーン型要素

浮体の喫水は167mm（実機対応5.0m)を標準として

波強制力測定実験を行なった。なお， ロワーハル型要

素浮体については，喫水影響を調べるために，喫水

270mm（実機対応8.lm)についても実験を行なった。

2.1.2 実験に用いた波

波強制力測定実験に用いた波は，規則波及び過渡水

波である。規則波の波高は， 133mm（実機対応4.0

m)を目標としたが，高周波数の波では波くずれを防

ぐために80,..,.,lOOmm程度に波高を低くした。

文献2)によるとフーティング型要素浮体の波強制力

(317) 
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測定に過渡水波を用いて，精度のよい測定結果が得ら

れ，実験時間の短縮を図ることができることが示され

ているため， ロワーハル型要素浮体，ポンツーン型要

素浮体の波強制力測定に対しても過渡水波を適用し

た。

過渡水波としては， 波周波数範囲 (0.3--1. 5 Hz, 

実機対応で波周期3.5--18.0秒）を4分割し，それぞ

れの周波数範囲においてフーリエスペクトラムがほぼ

一定となるものを用いた。実際に水槽にて過渡水波を

発生させ，その計測結果を解析して求めたフーリエス

ペクトラムを図ー2-2に示す。なお，この図から判るよ

うに，周波数が高い範囲のフーリエスペクトラムは，

一定とならず山，谷がみられるが，これは波くずれ等

の影響によるものと思われる。また，過渡水波の集中

地点としては，模型の中心から波下側10m程度の場所

を目標とした。

2.1.3 波強制力測定

要素浮体に働く波強制力は，図ー2-3に示すように，

日章電機製 LMC型3分力計，及びその取付治具を介

して，要素浮体を計測台車に固定し，波の進行方向，

鉛直方向に働く 2成分の波強制力，並びに検力計中心
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図ー2-3 波強制力の測定方法

まわりの縦揺れモーメントを測定した。計測した波強

制力，及び入射波はデータレコーダに収録し，後に再

生して，データプロセッサ（岩通製SM-1330)によっ

て FFT解析を行ない基本周波数成分（波周波数と同

じ周波数の成分）を取り出した。以後に示す波強制

ヵ，及び波の振幅はすべてこの基本周波数成分の振幅

である。

2.2 理論計算法

浮体に働く波強制力の推算法は，これまで種々の方

法が示されているが，今回のロワーハル型要素浮体，及

びボンツーン型要素浮体に働く波強制力については，

大川による 3次元特異点分布法を用いた計算値5) を使

用した。フーティング型要素浮体については，著者が

軸対称の流体力の有限要素法による理論計算法6),7) を

波強制力の計算に適用して開発した計算フ゜ログラムに

より推算を行なった。計算手法の詳細は，付録におい

て述べる。

2.3 結果及び考察

2.3.1 フーティング型要素浮体に働く波強制力

規則波中においてフーティング型要素浮体に働く波

強制力に関して，実験値と推算値を比較して図ー2-4に

示す。さらに，同様の形状のフーティング型要素浮体

で，縮率が1/16の場合の波強制力を調べた結果を図ー2

-5に示す。これらの図の横軸 f(Hz)は水槽試験時の

波周波数であり，縦軸の Fぉ， Fz, 及び M は各々水

平方向波強制力，鉛直方向波強力，及び縦揺れモーメ

ントの振幅である。また， p,[J, (a, /7, dは各々水

の密度，重力加速度，波振幅，排水容積，及び喫水を

表わす。

これらの図から，縮率が1/30,及び1/16の両要素浮

体模型共に，波の進行方向の水平波強制力 Fぉは，高

周波数の範囲で推算値の方が実験値よりもやや大きめ

となるが，全体的には実験値と推算値とが良く一致し

ていることがわかる。また，鉛直方向の波強制力が理

論上零となる波周波数において，実験値もほぽ零に近

い値を示している。なお，図ー2-4,2-5に示した実験

(318) 
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値は，波高を実機対応で 3~5m（波高

／喫水キ0.5-0.8)で実施したものであ

るが，今回実施した範囲の波高・喫水比

であるならば，フーティング型要素浮体

に働く波強制力は線型理論計算でも精度

よく推定できるといえる。

2.3.2 ロワーハル型要素浮体に働く波

強制力

規則波がoo,及び90° の方向から入射

した場合にロワーハル型要素浮体に働く

波強制力の 2成分力を図ー2-6, 及び図ー2

-7に示す。なお，入射角の定義は，各図

中に示す通りである。 （ロワーハルの長

さ方向から波が入射する場合の入射角を

ooとするのが普通であるが，後に示す全

体浮体に働く波強制力と対応させるため

に， ロワーハルの幅方向から波が入射す

る場合の入射角をooとした。）また，横軸

は波周波数であり，縦軸の Fェ， Fyは水

平方向波強制力， Fzは鉛直方向波強制

カの振幅である。さらに， L, B,及び

Dはロワーハルの長さ，幅， 及び高さ

(1. 347m XO. 202m XO. 084m)を表わ

す。喫水はすべて167mmである。

これらの図から， ロワーハル型要素浮

体に働く波強制力に関しては，フーティ

ング型要素浮体の場合と比べて，実験値

と推算値との一致度が悪く，特に波の周

波数が高くなるに伴い，両者の差が大き

くなり，推算値がかなり大きめの値を与

える傾向があることがわかる。特に，

x=90° の波による水平方向波強制力は，

波周波数が高くなると実験値に比べて推

算値は著しく大きな値を与える。また，

鈴直方向の波強制力は，理論的に力が零

となる波なし周波数において実験値が零

とならず，実際にはかなり大きな波強制

力が働くことがわかる。したがって，本

実験で取り扱った波高・喫水比が0.5~

0.8の範囲では，ロワーハル型要素浮体に

働く波強制力を線型理論で推定すること

は，精度が悪く不十分であるといえる。

2.3.3 ポンツーン型要素浮体に働く波

強制力

9
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規則波がooの方向から入射した場

合にボンツーン型要素浮体に働く波

強制力の 2成分力を図ー2-8に示す。

横軸は波周波数を表わし，縦軸の

Fぉ，及び Fzは水平方向，及び鉛直

方向波強制力の振幅を表わす。ま

た， L,及びBはポンツーンの長さ，

及び幅 (1.2mX1.2m)を表わす。

ボンツーン型要素浮体に関して

は，実験時に要素浮体の前面からの

反射波が大きく，入射波と重なりあ

って定在波となっで波くずれをおこ

し，さらにくずれた波によって衝撃

的な力が働くような現象が観察され

たが，図ー2-8からわかるように，微

小波高を仮定した線型理論による推

算値と実験値との一致は， ロワーハ

ル型要素浮体に比べて極めて良好で

ある。ただし，ボンツーン型要素浮

体の場合にも，他の 2種類の要素浮

体と同様に，波の周波数が高くなる

に伴ない，水平方向の波強制力は，

推算値が実験値よりもやや大きめの

値となる傾向を示す。しかしなが

ら，今回実施した範囲に関しては，

ポンツーン型要素浮体に働く波強制

力は，線型理論にても十分なる精度

で推算できるといえる。

2.3.4 喫水変化がロワーハル型要

素浮体の波強制力に及ぼす

影響

ロワーハル型要素浮体の喫水を

270mmと深くし， oo及び90° の方

向から規則波が入射した場合にロワ

ーハル型要素浮体に働く波強制力の

2成分力を図ー2-9,図ー2-10に示す。

これらの図から，喫水が深くなると

喫水の浅い (167mm)場合と比較し

て， x=90°の入射波による水平方向

波強制力を除いて，推算値と実験値

との一致度が良好となる傾向を示す

ことがわかる。また，鉛直方向波強
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づく傾向を示す。 しかしながら， X 

=90° の入射波による水平方向波強

制力は，高周波数の波に対して喫水

が深くなっても推算値と実験値との

差がいぜんとして大きい。

以上の結果から， ロワーハル型要

素浮体の場合，喫水が浅いと， ロワ

ーハル（カラムの下部についている

直方体の没水部）の上面と自由表面

との距離が小さく，波が変形，ある

いは波くずれをおこすために推算値

の精度が悪くなるものと思われる。

しかし， x=90°の入射波による水平

方向波強制力に対する推算値が実験

値よりかなり大きな値を与えること

の理由は， ロワーハル上面における

波の変形，波くずれなどの他に，波

上側カラムによる波の遮蔽，波の減

衰などが影響しているためであると

思われる。

2.3.5 波高変化が波強制力に及ぽ

す影響

ロワーハル型要素浮体について，

代表的な波周波数（理論的に力の大

きくなる波周波数，零となる波周波

数）を選んで，波高を系統的に変化

させ，波強制力に及ぽす影響を調べ

た結果を図-2-11,2-12, 2-13及び

2-14に示す。また，ポンツーン型要

素浮体に対して調べた結果を図ー2

-15に示す。図中の白印がもっとも

波高が高い波（低周波数で 140mm 

程度，高周波数で120mm程度），黒

印がもっとも波高の低い波（低周波

数で65mm程度，高周波数で35mm

程度），白黒印がその中間の波高の波

に対する波強制力の実験値を表わ

す。これらの図から，要素浮体の形

状，喫水，及び縦波，横波にかかわ

らず，波高を低くしていくと，実験

値は微小波高であると仮定した線型

理論による推算値に近づき，波強制

力が理論上零となる波なし周波数に

おいても，実験値は小さくなり，波
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強制力の振幅の絶対値が波高に正比

例しないという，いわゆる波高影響

が明瞭に認められる。しかしなが

ら， ロワーハル型要素浮体に働く水

平方向波強制力は，入射角 gooの場

合，波高を35mm程度（実機対応 1

m)まで低くしても実験値と推算値

との定量的な差が大きい。

2.3.6 過渡水波による実験の可能

性について

文献2)によると，フーティング型

要素浮体に働く波強制力の周波数応

答特性を求めるために，過渡水波を

用いても精度のよい実験値が得られ

るとの結果が報告されている。そこ

で，本研究においても，波強制力の

測定に過渡水波を用いることができ

れば実験時間の短縮が図れるので，

ロワーハル型要素浮体，及びボンツ

ーン型要素浮体について，過渡水波

の適用性を実験的に調査した。

入射角oo,及びgooの方向からの

過渡水波を用いて， ロワーハル型要

素浮体に働く波強制力の周波数応答

特性を調べた結果を， 図ー2-16, 及

び図ー2-17に示す。 また，入射角〇゜

の方向からの過渡水波を用いて，ボ

ンツーン型要素浮体に働く波強制力

の周波数応答特性を調べた結果を図

-2-18に示す。図中の白印が規則波

による実験値であり，黒印が過渡水

波による実験値である。なお，実験

結果の解析は，データレコーダに記

録された波，波強制力を FFT解析

装置でフーリエ解析して，それぞれ

のフーリエスペクトラムを用いて，

図-2-16～図ー2-18に示す値を求め

た。フーリエ解析におけるサンプリ

グタイムは50msecで，サンプリン

グデータ数は1024である。

過渡水波による実験値は多少のば

らつきがみられるが，規則波による

実験値とおおむね一致しており，定

性的にはもちろん，定量的にも精度

(322) 
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のよい実験結果が得られている。し

かし，過渡水波を用いた実験結果に

は，波の集中による波くずれ等に基

くと思われる明らかにおかしな値が

得られるので，注意をする必要があ

る。また，前述のごとく要素浮体に

働く波強制力に波高影響があるなら

ば，過渡水波による実験結果と比較

すきべ規則波の波高をいくらにすれ

ばよいのかという問題が生じる。即

ち，過渡水波を小波高の規則波の重

ねあわせであると考えて，過渡水波

による波強制力の応答：特性は，その

小波高の規則波に対する波強制力の

応答特性であると考えるのか，ある

いは過渡水波が供試模型に到達した

ときの波高と同じ波高の規則波に対

する波強制力の応答特性であると考

えるのかという問題である。今回の

実験範囲からは，図ー2-16～図ー2-18

から判るようにうに，過渡水波によ

る実験値は，波高80--130mmの規

則波による実験値とよく一致してい

るため，過渡水波による実験値は，

供試模型に到達したときの波高と同

じ波高の規則波による実験値に対応

すると考えるのが妥当なようであ

る。

過渡水波を用いて， 斜め波 (x=

45°)中のロワーハル型要素浮体，及

びボンツーン型要素浮体に働く波強

制力を調べた結果を，図ー2-19,及

び， 図ー2-20に示す。 これらの図か

ら，ポンツーン型要素浮体では，実

験値と推算値はよく一致している

が， ロワーハル型要素浮体では，高

周波数領域において水平方向波強制

カの推算値が実験値に比べてかなり

大きな値を与えており，実験値と推

算値の一致度は，入射角oo，及びgoo
の場合と同程度の傾向を示すことが

わかる。

以上の結果から，波高影響という

問題を考慮すれば，要素浮体の形状

63 
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に関係なく，過渡水波を用いること

によって要素浮体に働く波強制力の

特性は，規則波を用いた実験と同程

度の精度で求められることが判明し

た。

3. 波強制力に及ぽす要素浮体

間の流体力学的相互干渉効果

3.1 模型実験

本研究で対象としている超大型浮

遊式海洋構造物は， 1章で述べたよ

うに多行多列に配置された多数の要

素浮体によって上部構造物を支持す

る型式である。多行多列に配置され

た要素浮体群の中の個々の要素浮体

に働く波強制力は，他の要素浮体に

よる波の反射，要素浮体間を進行す

る波の減衰，砕波，及びそれらの相

乗効果等の影響（以後，流体力学的

相互干渉効果とよぶ）を受けるもの

と考えられる。したがって，多行多

列に配置された要素浮体群に働く波

強制力を精度よく推算するために

は，この干渉効果を究明する必要が

ある。そこで，本研究ではロワーハ

ル型，及びボンツーン型要素浮体を

多数近接して配置した状態で，流体

力学的相互干渉効果が波強制力に及

ぼす影響を実験的に調べた。

実験は，

①11列に配置されたロワーハル型要素浮

体群に関して，個々の要素浮体に働く

波強制力の測定

②11列に配置されたロワーハル型要素浮

体群の波下側におかれたポンツーン型

要素浮体に働く波強制力の測定

③ポンツーン型要素浮体の波下側におか

れたロワーハル型要素浮体群に働く波

強制力の測定

の3種類について行なった．

①，及び③の状態に関しては，波高が

130-160mmの範囲の規則波，及び過渡

水波で行ない，③の状態に関しては，過

渡水波だけで行なった。要素浮体間の間
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隔は，後述する全体浮体の要素浮体の取

り付け間隔 (545mm)と同一にした。

各要素浮体に働く波強制力は， 2章に

おいて述べた方法と同様に， 3分力計を

用いて計測した。実験時の喫水は，ロワ

ーハル型要素浮体，ボンツーン型要素浮

体共に167mmである。

3.2 結果及び考察

3.2.1 ロワーハル型要素浮体群におい

て個々の要素浮体に働く波強制

ヵ
11列に配置されたロワーハル型要素浮

oL 
0 0.5 1.0. 1.5 

f (Hz) 20 

体群において，個々の要素浮体に働く波

強制力の水平方向成分力（波の進行方向
図ー3-2 ロワーハル型要素浮体群において個々の要素浮体に働く波強

制力（鉛直方向成分力）
の力） Fぉ，鉛直方向成分凡を求め

た結果を図ー3-1，及び図ー3-2に示す。
3.0 

図に示した実験値が，要素浮体群 Fz □ [ | ［|| | | ||| | 上竿主

のうちでどの要素浮体に働く波強制 析g唸LB
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号で区別した。なお，図中に示した

実線の推算値は，第2章において述

べたものと同ーで，要素浮体の流体

力学的な相互干渉効果を考慮しない
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素浮体に働く波強制力に対する線型理論値であ

る。

この図よりわかるように，波の周波数が高く

なると水平方向成分力，鉛直方向成分力共に，

単体の場合のボンツーン型要素浮体に働く波強

制力に比べて小さくなり，波の周波数が高くな

るほどその傾向が顕著となる。

図ー3-4, 及び3-5に， 11列に配置されたロワ

ーハル型要素浮体群において，最も波上側の要

素浮体に働く波強制力を 1としたときの波下側

の要素浮体に働く波強制力の水平方向成分力，

及び鉛直方向成分力を示し，さらに， 11列に配

置されたロワーハル型要素浮体群の波下側にお

かれたポンツーン型要素浮体に働く波強制力の

水平方向成分力，及び鉛直方向成分力（単体の

1 5| 

Fzi 
() 3 

△ 9 

a 11 

△ 
X PONTOON 

塁
゜

X 

L
O
 ゜

0.5 1.0 1.5 J (Hz) 2.0 

図ー3-5 ロワーハル型要素浮体群において個々の要素浮体に働
く波強制力（最も波上側を 1とした場合，鉛直方向成
分力）

場合のボンツーン型要素浮体に働く波強

制力を 1とした時の値）をX印にてあわ

せて示す。図中の各記号がどの要素浮体

に働く波強制力を表わすかは，図ー3-1,

3-2と同一である。 これらの図からわか

るように，波周波数の低い場合には，波

下側の要素浮体に働く波強制力が；最も

波上側の要素浮体に働く波強制力よりも

大きくなる場合もあるが，波周波数が高

くなると，波下側の要素浮体になればな

るほど波強制力が小さくなる。また， X

印で示したように， ロワーハル型要素浮

体群の波下側におかれたボンツーン型要

素浮体に働く波強制力は，高周波数領域

ではロワーハル型要素浮体群の中の個々

の要素浮体に働く波強制力と同様の傾向

で減少することがわかる。この結果か

ら，波周波数が高い場合には，要素浮体

による波の遮蔽，要素浮体間を進行する

波の減衰などに基づく波高の減衰が，波

下側の要素浮体に働く波強制力に大きな

影響を及ぼして，波強制力を小さくして

いるのであると推定される。逆に，波の

周波数が低い場合には，波高はあまり減

衰せず，要素浮体による散乱波等が波強

制力に影響していると考えられる。

3.2.3 ボンツーン型要素浮体の波下側

におかれたロワーハル型要素浮

体に働く波強制力
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ポンツーン型要素浮体の波下側におかれたロワーハ

ル型要素浮体に働く波強制力を調べた結果を図ー3-6に

示す。図に示した実験値は，図中左上に示したように

3列に並べたロワーハル型要素浮体のうち，最も波上

側の要素浮体に働く波強制力についての結果である。

他の 2つのロワーハル型要素浮体についても同程度の

値であるので省略した。図中に示した推算値は， 2章

で示した，ロワーハル型要素浮体に働く波強制力に対

する線型理論値である。

図よりわかるように，この場合には要素浮体間の流

体力学的相互干渉効果が非常に顕著であり，単体の場

合と比較して波強制力は著しく小さくなる。図ー3-7

に，ボンツーン型要素浮体を，幅方向に無限に長い二

次元物体と仮定して，領域分割法により透過波を計算

して，その透過波によってロワーハル型要素浮体に働

く波強制力を計算した結果を示す。計算値は，単体の

要素浮体に働く波強制力の実験値に，透過波高と入射

波高の比をかけたものである。図より，推算値と実験

値は定性的に若干の違いがみられる

が，定量的に図ー3-6と比べてはるか

によい一致を示している。このこと

より，ボンツーン型要素浮体の前面

における波の反射（ポンツーン型要

素浮体による波の遮蔽効果）が，波

下側のロワーハル型要素浮体に働く

波強制力を単体の場合と比べて著し

く小さくすることの主要因であると

いえる。

4
 

全体浮体に働く波強制力

4.1 模型実験

これまでも要素浮体，あるいは要

素浮体群の中の個々の要素浮体に働

く波強制力について述べてきたが，

本章では，上部構造物に要素浮体群

に取り付けて全体浮体を構成し，そ

の全体浮体に働く波強制力について

述べることとする。

実験はロワーハル型要素浮体，及

びポンツーン型要素浮体によって支

持された型式の全体浮体に働く波強

制力の測定を行なった。フーティン

グ型要素浮体によって支持された全

体浮体に働く波強制力については，

直，且ーニニ且一旦且且二］
ロワーハル型要素浮体支持型全体浮体模型の概要図図—4-1

M
[
1
1
1
 

図ー4-2
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著者らが以前に実施し，文献10)に報告しているので

今回は実験を省略した。実験に供試した全体浮体の概

要図を，ロワーハル型要素浮体支持型，及びポンツー

ン型要素浮体支持型の全体浮体について，図ー4-1, 及

び図ー4-2に示す。要素浮体は， 2章， 3章で述べた実

験に供試したものと同ーである。また，実験時の喫水

はすべて 167mmであり，水深は1.8mである。

全体浮体の上部構造物は，厚さ 3mmのアルミニウ

ム板を，縦横にとりつけたアルニウム型材 (L型80

mmX80mmX 8 mm)で補強したものであり，長さ

方向の剛性 (EI)は2.8X 104kg-mそ，波強制力によ

る弾性変形は極めて小さく無視できると考えられる。

全体浮体模型は，図ー4-3に示すように，縦波中，及

び横波中の場合共に，図中の①，③，③，及び④の 4

ケ所に取り付けた 3分力計（日章電機製LMC型）を

介して計測台に固定した。そして縦波中の場合は，波

の進行方向の水平方向成分力，鉛直方向成分力，及び

検力計中心まわりの縦揺れモーメント，横波中の場合
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ad Ce 

unit:mm 

図—4-3 検力計の取り付け位置

は，波の進行方向の水平方向成分力，鉛直方向成分

ヵ，及び検力計中心まわりの横揺れモーメントを計測

した。波は規則波及び過渡水波であり，規則波の波高

は60-150mm（実機対応1.8~4.5m)の範囲である。

4台の検力計で計測された波強制力はデータレコー

ダに収録し，後にアナログ計算機により合成した後

に， FFT解析により基本周波数成分の振幅を求めた。

4.2 理論計算法

3章で述べたように，要素浮体群の中の各要素浮体

に働く波強制力は，単体の要素浮体の場合と比べると

高周波数領域でかなり小さくなり，要素浮体間の流体

力学的相互干渉効果が認められたが，今回は相互干渉

効果を無視し，単に入射波の波形のみを考慮して全体

浮体に働く波強制力を計卵した。以下に，計錐法の概

略を述べる。

縦波中において， ロワーハル型要素浮体支持型の全

体浮体に働く鉛直方向の波強制力を例にとると，図-4

-4に示すように，波の位相と力の位相の差が零である

と仮定すると，波の山の部分にある要素浮体には上向

きの力が，波の谷の部分にある要素浮体には下向きの

力が働くことになる。このようにして，個々の要素浮

体に働く上向き，あるいは下向きの力をすべての要素

浮体について加えあわせれば，全体浮体に働く鉛直方

韮 一
図ー4-4 各要素浮体に作用する鉛班方向のカ
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図—4-5 縦波中の全体浮体

向の力を求めることができる。

そこで，図-4-5に示すように，長さ方向にN胴のロ

ワーハル型要素浮体で支持された全体浮体が， Xの正

の方向から負の方向に進む次式で表わされる波から受

ける力について考える。

(=a sin((t)t+kx) ・・・(4.1)

その時の要素浮体の取り付け間隔は lで等間隔とす

る。そして，単体の場合の要素浮体に働く波強制力を

f sin叫とすると（ただし，力と波の位相差は関係な

いので省略する），全体浮体に働く力 (F)は次式で求

めることができる。

F=f{sin(I}t+sin((I)t—手）

+sin((I)←与・2l)

+……＋sin((I)←与(N-l)t)} ・・・(4. 2) 

ここで入は波長9 (I)は波の円周波数である。

Fの最大値を求めるために aF1at=Oとおくと

OF 2冗す=(J)•!{cos(J)t+cos((J)t-丁l)

+cos((t)←与•2l)

+・・・・・・+cos((t)←与(N-l)t)}

=0 ・・・(4.3)

そこで， aFIatが零となる条件を求めると，次式の

ようになる。

2冗-cos 叫l+cos—-•!+cos—-2冗 •2l 
ぇぇ

+•…•• +cos与（N-叫
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=sin叫sin生．l+sin生．2l
ぇぇ

+……＋sin生（N-叫
入

・・・(4.4)

(4.4)式より

2冗 2冗1 + cos~•l + cos..::;_•2l 十・・・
tan(1Jt =-

入え

2冗 2冗sin~•l+sin— •2l+… ぇぇ

2冗…+cos~(N-l)l ぇ
2冗…+sin―(N-l)l ぇ

+sin(µ—与・2l)

・・・(4.5)

(4.5)式より Fを最大にする (/)tが求ま

り，その時の(/)tをμとおくと， 全体浮

体に働く波強制力の振幅は次式で求めら

れる。

Fmaぉ＝/•{ sinμ+sinい与l)

+•… ••+sinい与(N-l)t)}

• ・ • (4. 6) 

ただし，（4.6)式の右辺は絶対値をとる。

横波中の場合には，今回扱った全体浮

体は，要素浮体が横方向に 1列しか並ん

でいないので，流体力学的相互干渉効果

を無視すれば，単体の場合の要素浮体に

働く力に要素浮体の数を単純に掛けあわ

せれば求めることができる。

次に波によるモーメントは，単体の場

合の要素浮体に働く波強制力の水平方向

成分を Issin(J)も 及び鉛直方向成分カ

を几 sin((J)t-e)とすると，次式で求め

ることができる。

N 

M=lふ五1sin((J)t—年(n-l)l)

汽恥sin((J)t-e—亨（n-叫

0.3 

Fx 
n胚震aLD

0.2 

― I 

0 EXP. (regular waves) 
• Exp, (Transient waves) 

Cal. 

L
O
 ゜

図—4-6 ロワーハル型要素浮体支持型全体浮体に働く水平方向波強制
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4.0 

2.0 

0.5 

e Exp, (transient waves) ―Cal. 

f (Hz) 2.0 

・・・(4.7)
図-4-8 ロワーハル型要素浮体支持型全体浮体に働く水平方向波強制

カ Cx=90°)
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ここで， h及び lnは，計測点と水平方

向波強制力の作用点との鉛直方向にはか

った距離，及び計測点と各要素浮体との

水平方向にはかった距離（モーメントの

向きを考慰して正，負をとる）である。

モーメントの振幅は，力の場合と同様に

して，（4.7)式のMを使って

aMJot=O ・・・(4.8)

からモーメントの最大となる (J)tを求め

て， （4.7)式に代入することにより求め

ることができる。

4.3 結果及び考察

ロワーハル型要素浮体によって支持さ

れた全体浮体に働く波強制力に関して，

縦波中における波強制力の水平方向

成分力，鉛直方向成分力，及び横波

中における波強制力の水平方向成分

ヵ， 鉛直方向成分を図-4-6, 4-7及

び図ー4-8,4-9に示す。

さらに，ポンツーン型要素浮体に

よって支持された全体浮体に働く波

強制力に関して，縦波中における波

強制力の水平方向成分力，鉛直方向

成分力，及び横波中における波強制

カの水平方陶成分力，鉛痕方向成分

力を図ー4-10,4-11,及び図ー4-12,

4-13に示す。

F.-i;, Fvは波の進行方向の水平方

向波強制力の振幅， Fzは鉛直方向波強

制力の振幅である。 nは要素浮体個数で

あり，ロワーハル型要素浮体支持型では

11, ポンツーン型要素浮体支持型では3

である。そして，図中の白丸印は規則波

中における実験値，黒丸印は過渡水波中

における実験値であり，実線は4.2にお

いて述べた方法によって推算した値であ

る。

まず，縦波中においてロワーハル型要

素浮体支持型の全体浮体に働く波強制力

についてみると，水平方向成分力は，低

周波数領域では推鍔値と実験値は大略一

致しているが，高周波数領域では実験値

の方が推算値より少さくなる。また，鉛

Fz 
nfg令LB

Q6 

図ー4-9 ロワーハル型要素浮体支持型全体浮体に働く鉛直方向波強制

カ (r.,=90°)
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直方向成分力は， ロワーハル型要素浮体

の波なし周波数である0.5Hz付近では，

規則波中における実験値，過渡水波中に

おける実験値共に実験値の方が推算値よ

りも大きいが，高周波数領域において

は，逆に実験値が推算値より小さくな

る。第3章で述べたようにロワーハル型

要素浮体群では，低周波数領域において

は波強制力に対する要素浮体間の流体力

学的相互干渉効果は小さかったので，

0.5Hz付近で鉛直方向成分力の実験値が

推算値よりも大きくなることの理由は，

図ー2-6に示したように，単体の場合のロ

ワーハル型要素浮体に働く波強制力の実

験値が0.5Hz付近で推算値より大きくな

るためであると考えられる。また，高周

波数領域で，水平方向成分力，鉛直方向

成分力の実験値が推算値より小さくなる

のは，図ー2-6で示したように単体の場合

のロワーハル型要素浮体に働く波強制力

の実験値が高周波数領域で推算値より小

さくなること， 及び図ー3-1,3-2で示し

たように，要素浮体間の流体力学的な相

互千渉効果によっで波下側の要素浮体に

働く波強制力が小さくなることの二つの

要因によると考えられる。 2章にて示し

たロワーハル型要素浮体に働く波強制力

の実験値を用いて，全体浮体に働く波強

制力を計算した結果を，水平方向成分

ヵ，及び鉛直方向成分力について，図4-

-14,及び図ー4-15に示す。図中の破線は

要素浮体単体に働く波強制力の実験値を

用いて全体浮体に働く波強制力を推算し

た値であり，実線は図ー4-6, 4-7に示し

た要素浮体単体に働く波強制力の理論値

を用いて推算した値である。これらの図

から，水平方向成分力，鉛直方向成分力

共に，破線で示した推算値は実験値にか

なり近づくことがわかる。従って，縦波

中においてロワーハル型要素浮体支持型

の全体浮体に働く波強制力は，単体の場

合のロワーハル型要素浮体に働く波強制

力を何らかの方法で精度よく求めること

ができれば，要素浮体間の流体力学的相
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互干渉効果を無視しても，かなりの精度

で推算できるといえる。

次に， 図-4-8, 4-9に示した横波中に

おいてロワーハル型要素浮体支持型の全

体浮体に働く波強制力では，水平方向成

分力は低周波数領域で実験値の方が推算

値よりやや大きく，逆に高周波数領域で

は実験値の方が推算値よりかなり小さく

なっている。鉛直方向成分力は， ロワー

ハル型要素浮体の波なし周波数である

0.5Hz付近で実験値は零とならずかなり

大きな値となっており，高周波数領域で

実験値は推算値よりやや小さくなってい

る。ロワーハル型要素浮体群に対して，

入射角gooの方向から波をあてて，要素

浮体間の流体力学的相互干渉効果を調べ

る実験は行なっていないが，入射角ooの

場合と比較してその効果は小さいと考え

られる。従って，横波中においてロワー

ハル型要素浮体支持型の全体浮体に働く

波強制力の実験値と推算値との差は，主

として単体の場合のロワーハル型要素浮

体に働く波強制力の実験値と推算値との

差に基くものと考えられる。縦波中の場

合と同様に，横波中の場合にも， 2章に

て示したロワーハル型要素浮体に働く波

強制力の実験値を用いて，全体浮体に働

く波強制力を計算した結果を，水平方向

成分力，及び鉛直方向成分力について，

図—4-16, 及び図ー4-17に示す。これらの

図より，横波中においてロワーハル型要

素浮体支持型の全体浮体に働く波強制力

は，縦波中の場合と同様に，単体の場合

の要素浮体に働く波強制力を何らかの方

法で精度よく求めることができれば，要

素浮体間の流体力学的な相互干渉効果を

無視しても，かなりの精度で推算可能で

あることがわかる。

ポンツーン型要素浮体支持型の全体浮

体では，縦波中においては，水平方向成

分力，鉛直方向成分力共に，低周波数領

域では実験値と推算値は良く一致する

が，高周波数領域では実験値は推算値よ

りかなり小さくなる。 2章で示したよう

(332) 
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図ー4-15 ロワーハル型要素浮体支持型全体浮体に働く鉛i直方向波強

制力（実験値を用いた計算， x=0°)
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• Exp_ (transient waves) ―Cal. 
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0 0.5 1.0 1.5 2.0 f (Hz) 

図-4-16 ロワーハル型要素浮体支持型全体浮体に働く水平方向波強

制力（実験値を用いた計算， x=90°)

Fz | ↓ 

nfg令LB o Exp, (transient waves) 
0.6 -Cal. 

----Cal. 
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図ー4-17 ロワーハル型要素浮体支持型全体浮体に働く鉛直方向波強

制力（実験値を用いた計舘， x=90°)
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に，ボンツーン型要素浮体に働く波強制力の実験値と

推算値は良く一致するので，全体浮体に働く波強制力

の実験値が推算値よりかなり小くなる理由は， 3章に

て示した波上側ボンツーン型要素浮体による波の遮蔽

効果によるものと考えられる。

次に，横波中においてポンツーン型要素浮体に働く

波強制力は，鉛直方向成分力が実験値と推算値と良く

一致するが，水平方向成分力は，ほぼ全周波数領域で

実験値が推算値の 3~5割小さくなっている。この差

は，ボンツーン型要素浮体に働く波強制力の実験値と

推算値の差からは説明できず，今後更に究明を行ない

たい。

5. 全体浮体の波浪中における動揺応答特性

5.1 模型実験

全体浮体の波浪中における動揺応答特性を調べる実

験は，フーティング型要素浮体支持型，ロワーハル型

要素浮体支持型及びポンツーン型要素浮体支持型の 3

種類の全体浮体について行なった。

水槽模型実験に用いた供試模型のうちで， ロワーハ

ル型要素浮体支持型及びボンツーン型要素浮体支持型

の全体浮体は，波強制力測定実験に用いたものと同一

であり，その概要は図ー4-1, 4-2に示した。 フーティ

ング型要素浮体支持型の全体浮体の供試模型は，その

概要を図ー5-1に示すものである。これら 3種類の全体

浮体は，同一の上部構造物に要素浮体を取り付けたも

のである。

水槽模型実験は，海洋構造物試験水槽において水深

1.8mで行なった。水槽模型実験時の 3種類の全体浮

体の主要目及び状態は，一括して表ー5-1に示す。表中

の， 6豆及びG豆バま縦及び横方向の重心とメタセン

表5-1 供試模型の主要目

ll フー` イ 1ロワーハ 1ボンツー
ング ル型 ン型

全 長 j¥ 6. OOOm j 6. OOOm j 6. OOOm 

全幅 j1. 630m I I 1. 630m I 1. 630m 

喫水 II 0. 219m 0. 167m I I Ii. !釘m

排水量 II 314.4kg'314.3kg 550.2kg 

要素浮体数 II 33個 l 11個 I 3個

謳 II 5. 05m I 5. 70m I 26. 55m 

虚 t II o. 126m I o. 195m I o. 661m 

ターとの距離を表わし，それらは平水中における傾斜

試験にて求めた値である。

波浪中における動揺試験は，無係留状態で波高が60

---160mmの範囲の規則波で縦波中 Cx=0°)及び横波

中 Cx=90°)について動揺応答特性を調べるものであ

る。

浮体の動揺は，上部構造物の中心において6成分運

動測定装置を用いて計測した。

水槽模型実験時の模型は，模型の上部構造物の前端

及び後端にステンレスワイヤーロープをY字型にとり

つけ，図ー5-2に示すように，そのワイヤは4つの滑車

を介して）レープ状にして一平面内動揺だけが自由にな

るような状態にした。そして，波による漂流力は，｝レ

図-5-2
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フーティング型要素浮体支持型全体浮体模型の概要図
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wave 

動揺と漂流力の計測手法の概要図

ープの途中に設けたカウンターウエ

イトを人力で調整して計測した。

5.2理論計算法

縦波中に関しては，全体浮体の上

下揺れ，前後揺れ及び縦揺れだけを

考え，模型は前後及び左右が対称で

あるので，前後揺れと縦揺れとが連

成するものとした。

横波中に関しては，縦波中と同様

に，上下揺れ，左右揺れ及び横揺れ

を考え，左右揺れと横揺れとが連成

するものとした。

以下，縦波中の場合を例として，

(333) 
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波浪中の動揺応答特性の理論計算法について述べる。

座標軸は，空間固定のXYZ直交座標系とし，その

原点は浮体静止時の動揺計測点の位置とする。そし

て，波は， X 軸の正の方向から負の方向に進行する規

則波を考える。また，浮体の動揺は，動揺計測点にお

ける Z軸方向の変位をZ, X軸方向の変位をX及びY

軸廻りの縦揺れ角を 0とし，浮体に働く波強制力の鉛

直方向成分力 (Fz)，水平方向成分力 (F心及び動揺

計測点廻りの縦揺れモーメント (Mo)を考える。な

ぉ，動揺及び波強制力は，図ー5-3に示す矢印で示す方

向を正とする。

゜

z 

Fz 
9.M 

Fx I X よ堅辱

図ー5-3 座標系及び力の方向

縦波中における全体浮体の上下揺れ，前後揺れ及び

縦揺れの運動方程式は，次式で書き表わすことができ

るものとする。

(M＋加）Z況・Z+p;J.Aw•Z=Fz … (5.1)

(M＋加）文＋N立＋Cぉo•if+M病•0=Fぉ
・・・(5.2)

(J+I)iJ+N,(J ・&+w•国・0+C(Jぉ•父

+M•恋・X=M(J …（5.3) 

ここで，全体浮体の質量をM,慣性モーメントを

],上下揺れ及び前後揺れの付加質量を切z及び加ぉ，

上下揺れ，前後揺れ及び縦揺れの減衰係数を Nz,Nぉ

及び N(J，水線面積を Aw， 前後揺れと縦揺れとの連

成係数を Cぉoまたは C(Jぉ，重量を w, 動揺計測点と

重心との距離を改切文び重心とメタセンターとの距離

を品かで表わす。なお，（5.1)式～（5.3)式の右辺の

波強制力及びモーメントは要素浮体間の流体力学的な

相互干渉を無視すれば， 4.2節において述べた手法に

て求めることができる。

そして，（5.1)式は， 他の動揺と連成していないた

めに独立に解くことができて，その解は次式で表わさ

れる。

Zぷ a= Fza/こa
[｛-(J)2(M＋加）＋p;J.Aw}2+(J)叩］1/2

・・・(5.4)

ここで， Zaは上下揺れの振幅， Fzaは波強制力の

(334) 

鉛直方向成分力の振幅及び丘は波浪の振幅である。

(5.2)式及び(5.3)式においで波強制力及び動揺が次

式で書き表わされるものとする。

Fぉ＝Fぉaei({JJt+•>, Mo=Moaei{JJt ・・・(5.5)

X=Xaei叫却， 0=0aei<{JJtザ ・・・(5.6)

(5.5)式及び(5.6)式を(5.2)式及び(5.3)式に代入す

ると次式のように書き表わすことができる。

ー砧(M＋加）ふe叫如Nぃふeie

ー妍C訊•0ae祈—妍M•ぽぬeiTJ=Fぉaeie ・・・（5.7) 

ー叫(]+1)0aeiり十i(t)N呵 aeiTJ+W．菰IOae初

ー妍Coぉ•X臼ー砧M・恋ふeie=Moa …(5.8) 

(5.7)式と(5.8)式とを連立させて解けば， Xa忍及

び 0a西が求まり， その絶対値から Xa及び伽を求

めることができる。

以下に (5.4)式，（5.7)式及び(5.8)式中の各係数の

求め方について述べる。

(1) M, W及び Awは， 供試模型が決まれば求め

られる。本論文では実測値を用いた。

(2) J及びIは，一般には理論的に求めることがで

きるが，本論文では，静水中における自由縦揺れ試験

によって計測した縦揺れの固有周波数 (mo)を用いて

次式から ]+Iとして求めた。

]+l=W•国I(JJo2 ・・・(5.9)

したがって， ]+Iは波周波数に関係なく，一定であ

るとした。

(3) 加， mぉ， Nz及び芯は，フーティング型要

素浮体に関しては文献6),7)に示されている有限要素

法によって求め，ロワーハル型及びボンツーン型要素

浮体に関しては，当部の大川技官が開発した 3次元特

異点分布法の計算フ゜ログラムを用いて求めた。なお，

計算には，要素浮体間の流体力学的な相互干渉効果を

考慮していない。

(4) Noまたは N¢ は，一般には理論的に求めるこ

とができるが，本論文では，全体浮体を多列多行の要

素浮体支持型であるとして縦揺れ及び横揺れは，要素

浮体の単純な上下揺れと考え，次の手法にて減衰係数

を求めた。

N 

No or N¢,＝区lふ ・・・(5.10)
n=l 

ここで， lnは動揺計測点から要素浮体までの水平距

離， Nは要素浮体の個数である。
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(5) Cぉ0及び Co出は，一般には理論的に

求めることができるが，本論文では次式に

て求めた。

Cxo=C()” 

N rl+d _ 

＝区 r-t-CLz•pA(z) •m(z)dz …(5.11) 
n=h'l 

Za 
~a 

1.5戸一 ― - --1―--- --

I 
1.0 

ここで， Nは要素浮体の個数， dは要素

浮体の喫水， lは動揺計測点から静止水面

までの鉛直距離， pは水の密度， A(z)は

要素浮体の水平断面積，及び盃(z)は各水

平断面における厚さ dzの浮体の前後揺れ

の付加質量係数（付加質量を pA(z)dzで

割った値）である。なお，簡略の第 1段階

として盃(z)=1. 0として Cxoまたは Coェ

を求めている。

(6) 諏は，本論文では静水中における

傾斜試験により求めた値を用いた。

(7) 西は，本論文ではブランコ等を用

いた直接計測を行なっていないため，静水

中における傾斜試験より求めた6M及び計

冥にて求めた KB及び面iを用いて次式に

て求めた値を用いた。

OG=KO-KG 

＝鰐ー（罪＋瞑—詞）・・・（5.12)

なお，各要素浮体支持型の全体浮体の重

心，浮心及びメンタセンター高さ等を求め

た結果を表ー5-2に示す。 0。
以上，述べて来た係数を用いて求めた動

揺応答特性を簡略化したポテンシャル理論

0.5 

L
O
 ゜

Exp_ Cal. 

---• -----可
l 

1.5 f (Hz) 

図ー5-4 縦波中の上下揺れ（フーティング型）

xa-g 
゜口 Exp. Cal. 

1.0 
0
、0

0.5 

表ー5-2 重心，浮心及びメタセンター高さ

IIフーティ Iロワーハ 1ボンツー
ング型 ）レ型 ン型

II 5. 05 m I 5. 70 m I 26. 55 m 

II。.126mI 0. 195m I O. 661m 

II。.448mI 0. 482m I O. 944m 

II。.089m| 0. 059m | o. 089m | 

II。. i
II。.046mj 0. 065m I O. 044m 

爛

虚 t

醐

k 

k 

6 

0.5 1.5 f (Hz) 2.0 

による推算値（以後これを簡易推筒値と呼ぶ）とす

る。

図ー5-5 縦波中の前後揺れ（フーティング型）

5.3 結果及び考察

5.3.1 実験値と簡易推算値との比較

(1) フーティング型要素浮体支持型の全体浮体の波

浪中動揺応答特性

フーティング型要素浮体支持型の全体浮体の波浪中

動揺応答特性を， 縦波中 (x=0°)の上下揺れ， 前後

揺れ及び縦揺れについて図ー5-4～図ー5-6に，横波中

Cx=90°)については図ー5-7～図ー5-9に示す。

これらの図中，丸印ば波浪中における動揺試験によ

って求めた値であり，実線は 5.2において示した簡易

推算値であり， Za, Xa, Ya, 0a及び伽は上下揺

れ，前後揺れ，左右揺れ，縦揺れ及び横揺れの振幅，

こa は波浪の振幅 矢印は静水中おける自由動揺試験

によって求めた各動揺の固有周波数に相当する点，及

(335) 
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び横軸は水槽模型試験時の波周波数であ

る。破線及び一点鎖線で示した推算値につ

いては後に説明を行なう。

図ー5-4～図ー5-9から，縦波中における各

動揺の応答特性は，動揺の同調周波数付近

を除けば実験値と簡略推算値との一致度が

極めて良好であることがわかる。横波中に

おける各動揺の応答特性は，上下揺れの推

算が良好であるのに対し，左右揺れ及び横

揺れの応答特性は実験値と推算値との差が

大きい。したがって，推算値の精度向上策

について後に検討する。

(2) ロワーハル型要素浮体支持型の全体

浮体の波浪中動揺応答特性

ロワーハル型要素浮体支持型の全体浮体

の波浪中動揺応答特性を，縦波中の上下揺

れ，前後揺れ及び縦揺れについて図ー5-10

～図ー5-12に， 横波中の上下揺れ， 左右揺

れ及び横揺れについて図ー5-13～図-5-15に

示す。これらの図中の記号等は総てフーテ

ィング型要素浮体支持型の全体浮体と同一

である。

これらの図から，要素浮体の形状がフーテ

ィング型からロワーハルに変化しても波浪

中における各動揺の応答特性の推算精度

は，ほぼ同程度であることが判る。

(3) ポンツーン型要素浮体支持型の全体

浮体の波浪中動揺応答特性

ボンツーン型要素浮体支持型の全体浮体

の波浪中における各動揺の応答特性は，要

素浮体がフーティング型またはロワーハル

型の場合と同様に縦波中の上下揺れ，前後

揺れ及び縦揺れを図ー5-16～図ー5-18に，横

波中の上下揺れ，左右揺れ及び横揺れを図

-5-19～図-5-21に示す。

これらの図から，要素浮体の形状がフー

ティング型， ロワーハル型そしてボンツー

ン型と変化しても波浪中おける各動揺の応

答特性の実験値と簡易推算値との一致度

は，ほぼ同程度であることがわかる。

なお，図中の丸印にヒゲのついている実

験点は，要素浮体からの反射波と入射波と

が重なりあって波がくずれて要素浮体に砕

波する状態で衝撃的な波力が作用する現象

(336) 
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が観察されたものである。しかし，動揺応 1.5 

答特性の場で見るとこの異常波力の影響 屯a

は，ほとんど認められない。 kCa 

以上の結果から，縦波中における上下揺

れ，前後揺れ及び縦揺れの応答特性は，複 1.0 

数の要素浮体で支持された全体浮体の場

合，要素浮体間の流体力学的な相互干渉を

無視し，簡略化したボテンシャル理論によ

る推算にても動揺の固有周波数付近を除け 0.5 

ればよい精度で推算できることが判明し

た。したがって，長大な大型海洋構造物に

なれば要素浮体個数が増えるために推算精

度は， もっと向上すると思われる。その主

要因は，流体力学的な相互干渉効果が顕著

となる高周波数領域で，浮体の動揺が急激

に小さくなるためである。

一方，横波中における各動揺の応答特性

は，上下揺れの応答特性の推算精度が良好

であるのに対し，左右揺れ及び横揺れの応

答特性は実験値と推算値との差が大きいと

いえる。その要因としては，多列多行の要

素浮体支持型の全体浮体であっても横波の

場合には，波の進行方向に対する要素浮体

の列数が少なく，複数要素浮体の効果が現

われないためである。

したがって，本論文では，簡易推算法の

精度向上を図るため及び運動方程式の各項

の影響等について考察するため，以下で検

討を加えることとする。

5.3.2 推算手法の検討

(1) 減衰係数が動揺特性に及ぽす影響

5.3.1に示したように各動揺の応答特性

は，各動揺の固有周波数付近において推算

値が発散し，実験値との間に大きな差が生

じた。この差が生じる要因の一つは運動方

程式の減衰係数が適正でないことが考えら

れる。したがって，次に示す3通りの減衰

係数を用いて推算し，実験値と比較検討し

゜
゜゚
゜

Exp. Cal. 

゜
゜

た。

i)自由動揺試験から求めた等価線形減

衰係数

ここでは，動揺速度に比例する減衰力を

静水中における自由動揺試験より求めた。

いま，静水中における上下揺れの自由動

L
O
 ゜ 図-5-9 横波中の横揺れ（フーティング型）
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05 

Exp. Cal. 

図ー5-10 縦波中の上下揺れ（ロワーハル型）
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゜
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図-5-11 縦波中の前後揺れ（ロワーハル型）
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揺時の運動方程式は， （5.1)式を用いると

次式で書き表わすことができる。

(M+m立＋N立＋pfJAwZ=O

・・・(5.13)

この式の解は，次式のようになる。

Z=C•e-atcos "'I(/)許ー疋•t …(5.14) 

ここで， Cは任意定数であり， a及び(/)z

は次式で求まる。 0.5 

1.5 

ea-K 

Exp. Cal. 

1.0 

2a=Nz/(M＋加）

(l)許＝p[JAw!(M＋加）

・・・(5.15)

・・・(5.16)

したがって，上下揺れの自由動揺試験か

ら図ー5-22に示す減滅曲線が得られたとし，

相隣なる山と谷との差の絶対値をZi(i=O,

1,2……)とすると

Zi=Cie-ati 

Z社 1=Cie-aCti五／m)

なる関係が成り立つ。

また，

(l)＝《 (l)z2-a2

・・・(5.17)

・・・(5.16)

・・・(5.19)

であるが9 (J)～(J)zであるとする。

そこで， Ziの実験値を用いて横軸の Zi

に対して縦軸に Zi+l置点すると， Nzが振

幅に依存しないで(5.17)式及び(5.18)式が

成り立つとすれば，実験値は原点を通る 1

本の直線上にのる。その直線の傾きをAと

すると

゜゚

5
a
-
a
 

1

N

ご

Q5 

L
O
 ゜

より aが求まり，（5.15)式を用いてNzが 1.0 

求まる。

ただし，（5.15)式中の加としては，ボ

テンシャル理論値を用いた。

以上の手法に基づいてフーティング型， 0.5 

ロワーハル型及びボンツーン型要素浮体支

疇の全体浮体の静水中における上下揺れ

の自由動揺試験から得られた減滅曲線を用

いて実験値を置点した結果を図ー5-23～図

〇゚

図-5-12 縦波中の縦揺れ（ロワーハル型）

0.5 

0.5 

1.0 

f (Hz) 2.0 

Exp_ Cal. 

゜
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1.5 f (Hz) 2.0 

図ー5-13 横波中の上下揺れ（ロワーハル型）
A=e-≪冗1(JJ ・・・(5.20)

1.5 
であるから

a= —_!!}_lnA ・・・(5.21) 
~Ya a 

冗

-5-25に示す。

(338) 

J (Hz) 2.0 
図-5-14 横波中の左右揺れ（ロワーハル型）



これらの図から，実験値は動揺振幅が小

さい範囲では原点を通る直線上に乗るが，

勁揺振幅が大きくなると，その直線からず

れて減衰係数が動揺振幅に依存することが

判る。したがって，本論文では実線と破線

で示すように折れ線近似し，それぞれの直

線の傾きに対応する減衰係数 (a) を求め

た。

この様にして求めた各動揺の減衰係数を

一括して表ー5-3に示す。なお，表中で 2種

表ー5-3 自由動揺試験から求めた減衰係数

a(sec→) 

IIフーティlロワーハ1ボンツー
ング 型 ル 型 ン型

プ ?.0832 |↑呼鬼＿!!・竺
o. 4010 J o. 3779 1 1. 0330 

ビッチ 0.0865| 

o. 41551 

o. 04641 
ロー）レ

0.11231 

類の減衰係数を示していない動揺は， 1本

の直線で近似できたもの，または 2本の直

線を引くことが困難なものである。

そして，表＿5-3に示す減衰係数を 5.2に

示す簡易推算法に導入し，波浪中における

各動揺の応答特性を推算した結果を図ー5-4

～図ー5-21に破線及び一点鎖線で示す。な

お，破線は，表ー5-3の各動揺の減衰係数の

上段の値を用いた推算値であり，一点鎖線

は，表中の下段の値を用いた推箕値であ

る。

これらの図から，静水中における自由動

揺試験より求めた減衰係数を用いることに

よってポテンシャル理論に基づく減衰係数

による推算値よりも当然の結果として各動

揺の固有周波数付近において推算精度の向

上が図られることが判る。減衰係数が 2種

類ある場合には，今回の水槽模型実験時の

波高または動揺振幅範囲では減衰係数の大

きい値を用いた推算値の方が実験値によく

一致する傾向が見受けられる。しかしなが

ら，ボンツーン型要素浮体支持型の全体浮

も
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図ー5-15 横波中の横揺れ（ロワーハル型）
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体の縦波及び横波中における上下揺れの応 1.5 

答特性の推算値は，表ー5-3の小さい方の減

昌 ¥ I! !¥ I 
Exp. Cal. 

衰係数を用いた推算値の精度がポテンシャ

゜ル理論に基づく推算値よりも悪化してい

る。これは自由動揺試験時の上下揺れの減

衰がはやいため，減衰係数を求める際の誤

゜゚差が減衰係数の過小評価につながったもの

と思われる。また，要素浮体の形状に関係 ゜
なく，横波中における左右揺れ及び横揺れ 0.5 

については，推算精度の改善がほとんど認

められず，減衰係数以外の要因が大きく影

響していることを示唆している。

なお，各動揺の固有周波数付近以外にお 喝 0.5 1.0―--------:1:5 f位） 20 
ける推算値は，減衰係数の値にほとんど左

右されないため，減衰係数としてはどの値
図—5-18 縦波中の縦揺れ（ポンツーン型）

を用いてもあまり問題がなく，実際上零と I 

して推算しても大差ないといえる。また，
I 

Exp Cal. I 
自由動揺試験から等価線形減衰係数を求め I 

゜I 
る精度及び静水中の減衰係数と波浪中の減 I 

衰係数との相違等，今後に残された問題が

ある。

ii)自由動揺試験から求めた非線形減衰

係数
0.5 

ここでは，自由動揺試験結果を用いて動

揺速度に比例する減衰力と速度の 2乗に比

例する減衰力を求めた。

一般に角のある物体の減衰係数は，ポテ

o゚L ンシャル理論による値，いわゆる造波減衰
0.5 1.0 15 f (Hz) 2.0 

係数が角などによる流れの剥離で生じる渦 図ー5-19 横波中の上下揺れ（ボンツーン型）

に基づく減衰係数に比べてかなり小さい値 1.5 
となるとされている。

ぢYaa °。¥
Exp. Cal. 

そこで，上下揺れを例にして非線形減衰

゜係数を求めた手法を以下に示す。

上下揺れの運動方程式は，次式で書き表 1.0 

わされるものとする。

(M＋加）Z．．+Nz•Z． 

+.1....2 pSC叫ZIZ+plJAwZ=Fz
0.5/I  

・・・(5.22) d d゚ d
°dg 

ここで， Sは要素浮体の底面面積， CD 

は速度の 2乗に比例する項すなわち抗力係 O。
数である。なお，上下揺れの速度として

05 1.0 1.5 f (Hz) 2.0 
は，水粒子のZ方向速度を考慮すべきであ 図-5-20 横波中の左右揺れ（ポンツーン型）

(340) 
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3.01 るが簡単のために水粒子の速度を考慮しな

I 
I 

昆
し‘゜

Exp. Cal. (5.22)式を用いて自由動揺時の運動方程

8 00 
。 式は，一般に次式のように書き表わすこと

●,----2.0t 
I 

ができる。I 。O‘ 

ゑ卜2⑬ +(3|t1t＋年z＝0…(5.23)

゜゚゚） 

ここで，

1.0 2a-N./(M＋加） ｝ 
2/3＝pSCn/(M＋加） ・・・(5.24)

(l)許＝pgA』 (M+mz)

L
O
 ゜

0.5 1.0 --~ツ 1ち壬 (Hz)-2.0 

図ー5_21 横波中の横揺れ（ポンツーン型）

図ー5-22 自由動揺試験時の動揺の減滅曲線
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図ー5-23 上下揺れの自由動揺試験による減衰係数の

解析（フーティング型）
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唱
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HEAVING 

209ー

である。

静水中における自由動揺試験にて得られ

る減滅曲線から， a,/3及び血を求める

手法は，例えば文献11)に示されているので，ここで

は省略し，フーティング型及びロワーハル型要素浮体

支持型の全体浮体に関する非線形減衰係数を求めた結

果を表ー5-4に示す。

表ー5-4に示す a及び gを用いて（5.24)式により

Nz及び CDを求めることができる。

そして，動揺振幅の計算は，（5.22)式を直接解かず

表5-4 自由動揺試験から求めた減衰係数 a,(3

II フーティング型 I ロワーハル型

l¥a(sec-1) I ¢ ja(sec-1)J ¢ 

ヒーブ II。.121I 9. 9m-1 ¥ 0. 069 ¥ 21. 3m-1 

ビッチ II o. 051 10. 372deg-1[ o. 045 [o. 191deg-l 

ロール II o. 058 jo. 071deg-11 0. 057 Jo. 098deg-l 
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図ー5-24 上下揺れの自由動揺試験による減衰係数の

解析（ロワーハル型）
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上下揺れの自由動揺試験による減衰係数の

解析（ボンツーン型）
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に次に示すように簡略化した近似計算を行なうことす

る。

いま，

Z=Za cos(/)t ・・・(5.25) 

とすると，（5.22)式の左辺は，次の様に書き表わすこ

とができる。

左辺＝ー(J)2(M＋加）Zacos(J)t-(J)応 Zasin(J)t 0.6 

-(J)2 ．+pSCD劉 sin(J)ti•sin(J)t 
2 

0

0

 ゚

↓―二儡雰cm―-—-Hw=10cm}埒nea
—--—-- Hw=30cm J___:__:__:___:. 

o EXP. (Hwー10cm)

+prf.AwZa COS叫

ここで，

・・・(5.26)

I sin(JJti• sin(JJt 

8 OO 

=--Z sin n(J)t 

竺已：三□:よ)3:［三；
(M+m立＋（Nz+百←(JJpSCnZa)t

+pgA切Z＝凡…（5.28)

(5.28)式を用いて繰り返し計算を行い，上下揺れの

振幅を求めた。

この手法を用いてフーティング型要素浮体支持型の

全体浮体の縦波中における上下揺れの応答特性に関し

て波高 (H切）が2cm,10cm及び30cmの場合につい

て推算した値と実験値との比較を図ー5-26に示す。な

ぉ，実験値は，波高が約10cmに対するものである。

この図から，上下揺れの固有周波数付近における波

高変化が上下揺れの応答特性に及ぽす影響が明確化す

る。また，水槽模型実験時の波高が約 10cmであるの

で，波高10cmに対する推算値と実験値とを上下揺れ

の固有周波数付近について比較すると，推算値が実験

値にほぼ一致する程度まで近づいており，推定精度が

向上することがわかる。本法では，等価線形減衰係数

を用いた場合には考慮できなかった波高影響を考慮し

た推算を行なうことができ，より精度のよい方法であ

るといえる。

iii)動揺振幅の影響を考慮した抗力係数

従来，平板等の単純な形状の物体に関する実験によ

ると，抗力係数は動揺周波数にあまり依存せずに動揺

振幅に大きく依存することが示されている。一方，前

(342) 
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図゚ー5-26 縦波中の上下揺れ（フーティング型）

述の自由動揺試験から求めた非線形減衰係数の中の抗

力係数は，動揺周波数及び動揺振幅に関係なく一定値

であり，動揺振幅の影響を考慮していない。

そこで，従来の実験データを用いて振幅影響があら

われる形で抗力係数に関する実験式を導き，その値を

用いて動揺の推算を行なった。

抗力係数に関する実験は， Keulegan-Carpenter12>

や Sarpkaya13)等をはじめとして，多くの研究者によ

って実施されているが，それらはいずれも単純な平板

や円柱に関するものであり，動揺振幅比（振幅と主寸

法の比）も大きい。本研究で取り扱っている模型に近

い物体に対する実験データとしてフーティング型要素

浮体に関する工藤らの研究14)が公表されているので，

その結果を用いることとした。

工藤らの研究は，フーティング型要素浮体のコラム

半径 (r)とフーティング半径 (R)との比， フーティ

ング高さ(d)とフーティング半径との比及び動揺振幅

(a)比を系統的に変化させ強制動揺法によって抗力係

数を求めた結果を示したものである。

そこで，抗力係数の実験式を次の手法で求めた。

まず，変数を次式のように設定する。

s=rJR, 刀=dJ2R,k=冗a/R ・・・(5.29)

つぎに，抗力係数は，次式のような多項式で表わせ

るものとする。
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表-5-5 係数 a。~a19
a。I 1.892 I a5 I -6.526Xl01 I a1。I 5. 11ox101 

I 

a95 I | 3.455X10] 

a1 I 5.937 I a6 I 9. 937 X 10-2 I a111 7.413Xl01 am -2.102 

a2 I 1. 922X 101 I a7 1 -4.465 I a., I | -5.335x1Q-3 I a17|-1. 590x10-2 

a3 -8.551X10-1 I a8 I 8. 352 X 10-1 I a13 -2.535Xl01 I a18 1 6. 762x10-2 

a4 I -3.889X101 I a9 I -3. 414X 10-1 I a11 ¥ -7. 705x10-1 ¥ a19 I 1.117 
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工藤らの実験値にあうように(5.30)式の ao～年を

最小二乗法を用いて求めた。その結果を表ー5-5に示
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縦波中の上下揺れ（フーティング型）

す。そして，（5.30)式から求めた抗力係数と工藤らの

実験値との比較例を r/R=0.4について図ー5-27に示

す。

なお，図中の実験値は工藤らの実験点の平均線を著

者が引いたものである。

図ー5-27を用いて本論のフーティング型要素浮体に

対応する抗力係数を求め，その抗力係数及びポテンシ

ャル理論にて求めた造波減衰係数を用いてフーティン

グ型要素浮体支持型の全体浮体の縦波中における上下

揺れの応答特性を(5.28)式と(5.30)式との間を繰り返

し計算して求めた結果を図ー5-28に示す。

この図から，ポテンシャル理論による減衰係数に抗

力係数による減衰力を考慮すれば，動揺の固有周波数

付近において推算値が実験値に近づくが，静水中にお
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ける自由動揺試験にて求めた非線形減衰係数を

用いた推算値よりかなり高い応答特性を示して

いることがわかる。なお，表ー5-5の係数を用い

て本研究に用いたフーティング型要素浮体支持

型の全体浮体に対する抗力係数を周波数に対し

て示すと図ー5-29のようになる。

ちなみに，本研究の非線形減衰係数として，

自由動揺試験（フーティング型要素浮体支持型

全体浮体の上下揺れ）から求めた抗力係数は約

6.1であるー。

(2) 連成係数が動揺特性に及ぼす影響

本論文において提示した簡易推算法に静水中

における自由動揺試験から求まる減衰係数を導

入すれば，要素浮体の形状に関係なく縦波中に

おける上下揺れ，前後揺れ及び縦揺れ並びに横

波中における上下揺れの応答特性は，相当よい

精度で推算できることが判った。

しかしながら，横波中における左右揺れ及び

横揺れに関しては，推算値と実験値との差が依

然として大きいため，ここでは，簡易推算法に

おいて(5.11)式の玩(z)を1.0としているので，

これを種々と変化させ連成係数が横波中におけ

る動揺特性に及ぽす影響を調べることとした。

そのために，（5.11)式中の元(z)の値を次の

ょうに変えて，連成係数 C30及び Coぉを変化

させた。

i)玩（z)=l.0 （簡易計算法）

ii)玩(z)=0. 0 

iii) m(z) =my （左右揺れの付加賃量係数

＾ 
（叫））

iv)万(z)=fft(z) （ポテンシャル理論に基
づく連成係数（命(z)))

このように連成係数を変化させて (5.2)式及

び (5.3)式を用いて計算したフーティング型，

ロワーハル型及びポンツーン型要素浮体支持型

の全体浮体の横波中における左右揺れ及び横揺

れの応答特性の推算値と実験値とを比較した結

果を図—5:--30～図ー5-35に示す。なお， 図ー5-32

～図ー5-35の中に示すX印は， 連成係数として

上述の iv)の値を用いて，更に減衰係数として

表ー5-3に示した自由動揺試験試験にて求めた等

価線形減衰係数（ロワーハル型は大きい方の

値）を用いて推算した値である。

これらの図から，フーティング型要素浮体支
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持型の全体浮体では，左右揺れの応答特性は

m(z)=O.Oにした場合が実験値に最も近い推算

結果を示し，横揺れは，連成係数を変化しても

波周波数によって実験値に近づく度合が変化す

る。

ロワーハル型要素浮体支持型の全体浮体で

は，左右揺れの応答特性は，玩(z)=l.0以外の

場合が実験値の応答特性のの傾向に近づき，横

揺れもm(z)=1. 0以外の場合が実験値に近づく

傾向が見受けられる。

ボンツーン型要素浮体支持型の全体浮体で

は，玩(z)を1.0以外にすると左右揺れ及び横揺

れの応答特性が急激に変化し，実験値と定性的

に一致する傾向を示すが，定量的には左右揺れ
ヘ

では茄(z)=O.Oが，横揺れでは玩(z)=m(z)が

実験値に近づく傾向がある。

なお，自由動揺試験から求めた等価線形減衰

係数を考慮しても応答特性の推算値は，ほとん

ど改善されないといえる。

今回実施した範囲から適正な連成係数を選定

することは困難であるが，もし簡易推算法に取

り入れるとするならば， 左右揺れでは盃(z)=

0.0として横揺れではポテンシャル理論で求め

られる連成係数を用ると大略よいといえそうで

ある。

(3) 波強制力が動揺特性に及ぽす影響

第4章において全体浮体に働く波強制力が要

素浮体単体に働く波強制力と多少相違している

ことを示したので，その波強制力の相違が横波

中における動揺特性に及ぽす影響を調べること

とする。

要素浮体に働く波強制力に関して最も理論値

と実験値とが相違しているのが， ロワーハル型

要素浮体に働く波強制力（図ー2-7)である。

そこで，図ー2-7に示す波強制力の実験値を用

＾ 
いるとともに連成係数を盃(z)=m(z)として計

算したロワーハル型要素浮体支持型の全体浮体

の横波中における左右揺れ及び横揺れの応答特

性の推算値と実験値との比較を図ー5-36及び図

-5-37に示す。なお， 図中の実線は全体浮体に

働く波強制力の計算に図ー2-7に示す理論値を用

いた場合で，破線は実験値の平均線を用いた場

合である。

この図から，水槽模型実験にて求めた波強制
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力を用いると実験値に近づく傾向を示すが，依

然として定量的に不十分である。また，フーテ

ィング型要素浮体に働く波強制力は，図ー2-4か

ら判るように理論値と実験値との差異は，ほと

んどない。そして，ボンツーン型要素浮体に働

く波強制力も，図ー2_8から判るように理論値と

実験値との差異が小さい。したがって，簡易推

算法の確立という立場から見ると全体浮体に働

く波強制力は， 4.2で示した理論計算法による

値を用いてもよいといえる。なぜならば，本論

文では，多行多列の要素浮体群で支持された超

大型の浮遊式海洋構造物を対象としているが，

実際には，縦方向，横方向共に要素浮体の列数

は，本論文で扱った模型よりも多くなることが

予想される。そのような状態では，横波中にお

いても，本論文の縦波中の場合と同様に，複数

要素浮体の効果により，簡易推算値にても動揺

応答特性を精度よく推定できると考えられるか

らである。

6. 結言
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図ー5-36 横波中の左右揺れ（波強制力の影響，ロワーハル型）
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以上，超大型浮遊式海洋構造物の波浪中にお

ける波強制力，及び動揺応答特性に関する研究

の成果について述べてきたが，研究の結果得ら

れた結論，及び今後の問題点をまとめると，次

のようになる。

(1) 要素浮体に働く波強制力について

今回実験を行なった波高・喫水比 (0.5（高周

波数）～0.8（低周波数））では，フーティング

型，ポンツーン型要素浮体に働く波強制力は，微小波

高を仮定した線形理論で精度よく推算できる。しか

し， ロワーハル型要素浮体に働く波強制力を線形理論

で推定することは精度が悪く不十分である。また，波

高・喫水比を小さくするに伴って，実験値は線形理論

値に近づく。

過渡水波を用いても，波高影響という問題を考慮す

れば，要素浮体の形状に関係なく要素浮体に働く波強

制力の特性を，規則波を用いた実験と同程度の精度で

求められる。

(2) 波強制力に及ほす要素浮体間の流体力学的相互

干渉効果について

ロワーハル型要素浮体群の中の個々の要素浮体，ぁ

るいはロワーハル型要素浮体群の波下側におかれたポ

ンツーン型要素浮体に働く波強制力は，高周波数領域

0

0
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図ー5-37 横波中の横揺れ（波強制力の影響， ロワーハル型）
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では，周波数が高くなるに伴い，また波下側の要素浮

体になるに伴って水平方向波強制力，鉛直方向波強制

カ共に小さくなり，要素浮体による波の遮蔽，要素浮

体間を進行する波の減衰などに基づく波高の減衰が，

波下側の要素浮体に働く波強制力を減少させる主たる

要因であることがわかる。

ボンツーン型要素浮体の波下側におかれたロワーハ

ル型要素浮体に働く波強制力は，ボンツーン前面にお

ける波の反射等による遮蔽効果のため，水平方向波強

制力，鉛直方向波強制力共に著しく小さくなる。ボテ

ンシャル理論によってポンツーン型要素浮体に対する

透過波を計算し，その波高を用いてロワーハル型要素

浮体に働く波強制力を計算すると，定量的にかなり実

験値に近い値が得られる。

(3) 全体浮体に働く波強制力について

(346) 



ロワーハル型要素浮体支持型，あるいはポンツーン

型要素浮体支持型の全体浮体に働く波強制力の実験値

は，要素浮体単体に働く波強制力の理論値を用い，か

つ要素浮体間の流体力学的相互干渉効果を無視して全

体浮体に働く波強制力を推算した値と比較すると，縦

波中においては，低周波数領域では推算値と実験値と

が大略よい一致を示す傾向が見られるが，高周波数領

域では実験値が推算値より小さくなる傾向が見られ

る。なお，要素浮体単体に働く波強制力の実験値を用

いて全体浮体に働く波強制力を推錐すれば，実験値に

より近づく傾向が見受けられる。

横波中においては，ボンツーン型要素浮体支持型の

全体浮体に対する水平方向の波強制力以外は，要素浮

体単体に働く波強制力の実験値を用いることによって

かなりの精度で全体浮体の波強制力を推算できること

が判明した。

従って，全体浮体に働く波強制力は，要素浮体単体

に働く波強制力を何らかの方法で精度よく推定するこ

とができれば，要素浮体間の流体力学的な相互干渉効

果を無視してもかなり精度よく推算できることが判明

した。

(4) 全体浮体の波浪中における動揺応答特性につい

て

本論文で示した簡易推算値と実験値を比較した結

果，フーティング型要素浮体支持型，ロワーハル型要

素浮体支持型，ボンツーン型要素浮体支持型の全体浮

体共に，縦波中の上下揺れ，前後揺れ，縦揺れ，及び

横波中の上下揺れに関しては，推算値と実験値は動揺

の固有周波数付近を除いて良く一致する。

動揺の固有周波数付近では，減衰係数として自由動

揺試験から得られる値を用いるなどの方法により減衰

力を正しく考慮すると推算値は実験値に一致する。

横波中の左右揺れ，横揺れについては，本論文で示

した簡易推算法では不十分であり，また減衰係数を修

正しても推算精度はほとんど改善されない。連成係数

を変化させると応答特性が大きく変化し，連成係数を

適当にとると推算値が実験値に近づくが，本研究の結

果から，適正な連成係数の選定の基準を示すことはで

きない。しかし，本論文では対象としている超大型浮

遊式海洋構造物は，実際には本論文で扱った模型より

も縦方向，横方向の要素浮体の列数が多くなることが

予想されるため，横波中においても，本論文の縦波中

の場合と同様に，複数要素浮体の効果により，簡易推

算値にても動揺応答特性を精度よく推定できるといえ

87 

る。

(5) 今後究明すべき問題点について

今後究明すべき問題点を列挙すると以下のようにな

る。

(i) 波高・喫水比が大きい場合に，単体の要素浮体

に働く波強制力の推定精度の向上

(ii) 要素浮体群において個々の要素浮体に働く波強

制力を，要素浮体間の流体力学的干渉効果を考慇

して推算する手法の開発

(iii) 全体浮体の同調周波数付近における減衰力の推

算手法の開発

(iv) 全体浮体の運動方程式の連成係数の正しい評価

法の研究

(v) 全体浮体の左右揺れ，横揺れの正しい推定法の

開発
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図—A-1 有限要素法による解析領域

が存在するとして，微小波高を仮定すると，流場を表

わす速度ボテンシャルのが満たすべき条件は次式の
440 ように示される。
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in a Sinusoidally Oscillating Fluid, Trans. 

of the ASME, J. of Applied Mechanics, 1975, 
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付録 軸対称体に対する波強制力の計算法

図-A-1に示すように，座標軸の x,y軸を静止水面

上にとり， z軸を鉛直上向きにとる。さらに，直交座

標系 (x,y, z)と同じ原点を有する円筒座標系（ぉ，

0, z)を考え，両座標系間には次の関係があるものと

する。

x=r cos O 

v=r sin 0 

z=z 

・・・(A.1)

・・・(A.2)

・・・(A.3)

次に，水深は一様で hとし， X軸の正方向から負の

方向に進行する周期 2冗l(I)の規則的な入射波を考え，

浮材叶ま座標原点に固定されているものとする。そし

て，静止水面を Si,物体表面を S1i,水底を Sb， 原

点中心半径 r。の円筒状の仮想境界を Srとし， S.r,

S1i, Sb, Srによって囲まれた領域を D とする。

非粘性で非圧縮性の流体を考え，速度ボテンシャル

(348) 

4(/)＝0 in D 

a(/)1 a2(/) 
古—＋了謬＝0 on S1 

a(j) 
＝ an 0 on S1i, Sb 

・・・(A.4)

・・・(A.5)

・・・(A.6)

ここで， gは重力加速度， tは時間を表わし，；；

は境界における外向き法線ベクトルの方向に関する微

分を表わす。 (A.4)式は流場の連続の条件，（A.5)式

は自由表面条件，（A.6)式は物体表面条件，水底条件

である。速度ボテンシャルりは， （A.4),..,(A.6)式

の条件の他に，放射条件（物体による散乱波のうち

で，進行波は物体から遠ざかる方向へ進行し，定在波

は物体から十分遠方で零となる）を満たす必要があ

る。

物体外部の無限流体領域にまで有限要素法を適用す

ることは困難であるので，領域D内部の流場を表わす

速度ボテンシャルのみを有限要素法で求め，領域Dの

外部の流場は解析解により近似する。

領域D内部，及び外部の流場を表わす速度ポテンシ

ャルを各々り加 (/J。ut として次のように表わす。

• ({)れだ二<jJ?りート(/)

d)。ut=--<jJw-i-(j_)（L

・・・(A.7)

・・・(A.8)

ここで， (j)w は入射波の速度ポテンシャル，仇伽



は各々領域Dの内部及び外部における散乱波のボテ

ンシャルである。

入射波としては， X 軸の正方向から負の方向へ進行

する周期 2冗l(J)の規則波を考えているから，入射波の

速度ポテンシャル (/)w(r, 0, z)は次のように表わさ

れる。

(/)w=Re［警和•e如t]

=Re［更 coshにo(z+h)．eiに。reiwt
(l) COsh』]

=Re［迦． coshにo(z+h)
(l)coshに。h

00 

去。em•i叫(Kor) •cos m0°eiwt] 

g.a cosh Ko(z+h) _ ~ 
＝ 

w cosh Koh m'";o 
・区 {c2m+1•J四＋1(1cor)

•cos(2m+ 1)0• (-l)m+1cos wt 

＋知•J2m(K。r) •cos 2m0• (-1)m+i sin叫｝

・・・(A.9)

(s0=l, cm=2 (mキ0), a;入射波振幅， ]m;m次

第一種ベッセル関数， g；重力加速度）

さらに，

炉 Re［警正］

炉 Re［警釦eimt]

・・・(A.10)

・・・(A.11)

と表わすことにすれば，（A.7)及び(A.8)式は，

知＝む＋Re［警¢ei{JJt]

囀 wー立{Re(¢)•sin(J)t+lm(<p) •cos(J)t} (J) 

・・・(A.12)

(/)。ut＝似＋Re［警¢¥.,aeiot]

ga 
＝匹—―{Re（伽） sin 叫十Im(¢a)•cos(I)t}

a) 

・・・(A.13)

とかける。ここで， <pa(r, 0, z)は次式のように具体

的な形で書き表わすことができる。

伽＝ミ {c。m•Hm(2) （K。r) ・ cosh ko(z+h) 
”tco cosh koh 
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N 

＋区 Cnm•Km(Knr)cos Kn(z+h) }cos m0 
n=2 

・・・(A.14)

C。m,Cnmは後に述べる方法によって決定される複素

定数であり， Hm(2)は第二種のハンケル関数， Kmは

第二種の変形ベッセル関数である。また， Ko,Knは次

式から求まる実根である。

ん^otanh Koh=— 
(J)2 

g 

ten tanにnh=--
(/)2 

g 

・・・(A.15)

…(A.16) 

伽は，連続の条件，自由表面条件，水底条件，及び

放射条件を満たす。また，（A.14)式において，

C。m=A。m+iB。m …(A.17)

Cnm=Anm+iBnm 

(Aom, B。m,Anm, Bnmは実数）

とすると，

・・・(A.18)

Re（釦）＝ E ［エ•]m(!Cor) +B。m•Ym(Kor)} 
磁 ＝0

N ． cosh tco(z+h) 
coshに。h .~1 

＋区 Anm•Km(にnr)

•COS /Cn(z+h) }cos mo ・・・(A.19)

00 

叫 a)苫。[{Bom•]m(Kor)-A。m•Ym(tcor)}

N ． cosh K0(z+h) 
cosh tcoh ・ n"-;;'1 

+ I; Bnm•Km(Knr) 

•COS にn(z+h)}cos mO ・・・(A.20)

となる。なお，（A.14)式中の N の値をいくらにする

かは， 仮想境界 Srと物体との距離 r。によって決ま

り， r。が大きくなれば，小さな N の値で (A.13)式

により領域Dの外部の流場の速度ボテンシャルを精度

よく近似できる。

領域Dの内部流場を表わす速度ボテンシャル (/)inに

は，放射条件の代わりに仮想境界 Srにおいて次の条

件を課す。

゜ー((/)切ー(/)。ut)=0 .on Sr 
on 

伽n=W。ut on Sr 

よって，

・・・(A.21)

・・・(A.22)

(349) 
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転＝似＋Re［竺•<p•ei(J)t] ・・・(A.23)

と書くとき，¢の満たすべき条件は次式のようにな

る。

4¢=0 in D …(A.24) 

蒻oz (J)2 -—g <fa=O on S.r ・・・(A.25) 

蒻an =0 on Sb ・・・(A.26)

a 
百⑭＋伽）＝0 on S1i ・・・(A.27) 

a 
-a-n (¢— <Pa)=O on S,. ・・・(A.28) 

¢＝釦 on Sr ・・・(A.29)

そして，（A.24)--(A. 29)式を満足する速度ポテン

シャル¢は，次の手順で求められる。

(i) 次の条件を満たす速度ポテンシャル¢omを求め

る。 (m=0,..,,2M-1)

峠om=O in D 

誓竺ーテ<pom=O on S1 

蒻om=0 
an 

on Sa, Si-

蒻o1几こし{cosh Ko(z+h) 
an an l cosh Koh 

•cm•] m(Kor) • COS呻•L} on S1i 

ここでLは，

L=(-1) ユ~+12 (mが偶数のとき）

m+l 
L=(-1)一万ー (mが奇数のとき）

である。

(ii) 次の条件を満たす速度ボテンシャ）レ伽を求め

る。

4伽＝0

巫互＿二伽＝0
az g 

玉＝0
an 

(350) 

in D 

on S1 

on Sん， Sb

弱p =Ko• cosh 1r0(z+h) an ・-u cosh Koh on Sr 

(iii) 次の条件を満たす速度ポテンシャル ¢mを求

める。 (n=O--N,m=0,..,.,2M-1) 

4伽m=O

翌一三<pnm=O
ぬ g

in D 

on S1 

~=0 
an on Sn, Sb 

蒻n1n
on 

=Kn•COS にn(z+h) on Sr 

一般に，

峠＝0

旦＿竺一¢=0
az g 

弱 =Vん
an 

砂 =Vb 
on 

弱 =Vr 
on 

in D 

on Sf 

on S1i 

on Sb 

on Sr 

の条件を満たす速度ポテンシャル¢は，

ニ廿 (/7砂dxdydz—吋吟dy2 D 2g sf 

-Js，しVlし<jJdS,し-sSb Vb <P dSb-sふ功•<jJdSr
・・・(A.30) 

としたとき，

ふr=O ・・・(A.31) 

なる停留値問題より求められる6),7),8)。

軸対称体の場合は，円筒座標系 (r,0,z)を用いると，

冗＝合い（翌）2＋長（塁）2＋（翌）2}d0drdz 

-｀し•炉d0•dr-Js,Lr•VIし・ゅ d0 ds 

-Jぶ'•Vb•<p d{) dr-Jぶ'•Vr ・ <jJ d0 ds ・・・(A.32)

(dsは U=const. の断面における境界の微小線分要

素）となり，



2M-1 
¢＝区 </>m(r,z) •cos m0 ・・・(A.33) 

m;=O 

2M-1 
V=区 Vm(r,z) •cos m0 ・・・(A.34)

m=O 

とすると，

f:"cos呻・cosno dO=O (mキn)
•'0 

＝冗 (m=n) …（A.35)

の関係から，（A.32)式の 0に関する積分は解析的に

行なうことができて，

冗＝国［封』（誓）2＋デ炉

＋（誓）2}drdz—号しr•炉dr

-iShr•Vhm伽ds-Jst•Vbm・伽 dr

＼ -¥ r•Vrm・伽 d0ds …(A. 36) 
• Sr 

（ただし積分は 0=const.の断面について行なう）

となって， 2次元問題と同様に取り扱える。従って，

(A.36)式で表わされる汎関数を使って，

紐＝0 ・・・(A.37) 

なる停留値問題を有限要素法により離散化して解け

ば，速度ポテンシャル¢が求められる。

この方法により，（il(iil(ili)の手順で求めた速度ボテン

シャル <pom, 伽，伽mを使って，

M-1 
Re(¢)＝-Z ¢。2m•COS m0 

m=O 

2M-1 
＋区

1 
m=0[A。m柘・にor。]m(r.oro)

-lm+1 (J燿o)}+B。m柘•」-Ym（にoro)
m。r。

-Y  m+1(1Coro)} }cos叩

直—1N 1 
十五。五1Anm柘・戸可応（に汀o)

-Km+1(I濯 o)}•<pnm•COS 呻…（A.38)

M-1 
lm(<jJ) ＝一区¢。2磁＋1•cos(2m+l)O

m=O 
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直—11
十五。［如(m•~。 •Jm(IC。ro)

-fm+1 (Koro) }-Aom柘•土四(Koro)

-Y m+1(1Coro)} ]cos m0 

2正 1N1
十五。 n苔~Bnm•{m•~。 Km(tcoro)

-Km+1（紅o)}•<pnm•COS呻…(A.39)

なる¢を構成すると， ¢は(A.24),..,,(A. 29)の条件

のうち，¢＝伽(onSr)以外の条件をすべて満たす。

<p=<pa(on Sr)の条件より，係数 A。m,B。m,Anm, 

Bnmが求められる。即ち，

COS成分の連続条件

[B。m•{m•¾]m（にoro)-Jm+1（四｝
にor。

-A。m柘•_!_ym(Koro)-Y加＋1（心｝］伽
m。r。

N 

+.,t,Bnm•{m•±Km(Knro) 
n-;-1 l 1cnr。

-Km+1（紅o）}伽m-¢。m•凸1-(-1)叫
2 

={B。m]m(iroro) -Aom • Y m(iroro)} • cosh iro(z+h
) 

cosh iroh 

N 

+ I; Bnm•Km(K紅o) •cos r.n(z+h) …(A.40) 
n=1 

sin成分の連続条件

[A。m• {m•¾]m(troro)-J切＋1(四｝
にor。

+B。m柘・ kY m(Koro)-Y m+1 (,r;oro)}］伽
Kor。

十五 Anm•{m•~ に（豆o)
n=1 knr。

-Km+1(Knro)}伍—ゆom土1+(-1)叫
2 

={A。m•]m(i.or。)+B。m四（咸o)} • 
cosh i.o(z+h) 

cosh Koh 

N 
＋区 An磁•Km(Knr0) •COS Kn(z+h) …（A.41) 
n=I 

(351) 
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から係数を求める。ここで， r。は原点と仮想境界との

距離である。

具体的には，次に示す直交関係を利用して，（A.40),

(A.41)式の両辺に coshtc0(z+h), cos !Cn(z+h)を掛

けて zについて一hから 0まで積分して，係数に関

する連立方程式をつくり，係数を求める。

r,,cosh2 !Co(z+h)dz＝上sinh2咄＋ー
h 

一lL. 4に。 2

・・・(A.42) 

rh.cosh r.o(z+h) •COS r.n(z+h)dz=O …(A.43) 
-h 

！゚ cosKn(z+h) •cos !Cm(z+h)dz 
-h 

1 h 
=--,=-sin 2Knh+~(n=m) 

4En 2 

=0 (nキm) ・・・(A.44)

このようにして求められた¢を使って， （A.12)式

より領域D内部の流場を表わす速度ボテンシャル (/)in

が求められると，物体に働く力は物体表面の圧力を積

分することにより計算できる。即ち，圧力 Pは，

a(f)in 1 
Pip=--―--（grad (/)iふ―gz…(A.45)at 2 

であるから，微小波高の仮定のもとで右辺第2項を省

略し， さらに変動圧力のみを考えると， 圧力 Pは次

式のようになる。

p 
8({)位

P=- at 
…(A.46) 

(352) 

したがって，波の進行方向の水平波強制力 Fsは次式

で求められ，

Fs＝い讐•（皇）dSh … (A.47) 

鉛直方向波強制力 Fhは次式で求められ，

Fh＝いや•（差）・dSh … (A.48)

そして，静止水面と Z軸の交点まわりの縦揺れモーメ

ント Mpは次式で次められる。

Mp＝し—p詈吋幻翌—z•号）dSh
・・・(A.49)

（反時計まわりを正方向とする）

なお，軸対称体ならば x-y平面に平行な各水平断面

では，

紐 /onoccos0, oz/onocconst. 

であるために，

「cos0•cos mfl•dfl=O (mキ1) ・・・(A.50) 
・'0 

「cosm8•d8=0 

゜
(mキ0) ・・・(A.51)

の関係より，鉛直方向波強制力は切＝0, 水平方向波

強制力は m=lのみで決定される。従って，水平方向

強制力，鉛直方向波強制力，縦揺れモーメントだけを

求めたいのならば， m=O, 1について計算すればよい

といえる。


